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名古屋大学発グリーン・アグリスタートアップ
持続可能な次世代の食料システムの構築に貢献

農水省みどり法基盤確立
認定事業者採択

豊橋市との連携協定

SBIRフェーズ3
約12.5億円で採択

資金調達 累計10億円

‘22.5 JAアクセラ
（優秀賞受賞）

基本情報
• 本社・微生物研究拠点 ：愛知県名古屋市

研究農園 ：愛知県刈谷市
宙炭量産プラント ：愛知県豊橋市（1号）

：香川（2号）
：岩手（3号）

東京拠点（非登記） ：東京都大手町（AgLab）
• 従業員数：70名(うち30名がパート, 業務委託など)
• 資本金 ：1億円
• 資金調達：総額10億円
• 主要株主：BeyondNextVentures,

三菱UFJキャピタル,東邦ガス 他

各種受賞採択

宙炭 宙炭プラント GHG削減
ソリューション

主な商材

主な調達, プログラム採択事例
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資料１－１
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キープロダクト 脱炭素・有機転換を実現する土壌改良資材 宙炭（そらたん）

2

高機能バイオ炭

土壌微生物 有機肥料未利用バイオマスの炭

高機能バイオ炭“宙炭”
土壌健康状態の改善、農地の生産性向上
地域バイオマスを活用し化石資源を代替
食料生産システム由来のGHG排出を低減土壌に還元

ローカルエリアですべて循環
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宙炭の利用方法について

• 宙炭は特殊肥料（くんたん肥料）として登録していますが、窒素・リン酸・カリウムはほとんど含まれません
• 土壌の物理性や化学性の改善のみならず、有機肥料の利用効率を向上させる土壌微生物群を約2000種類程度培養し、

土壌の生物性の改善も促進する製品です
• 施肥設計の考え方として、施肥基準を満たすように、10aあたり5kg相当の有機態窒素は元肥として最低限ご利用いただき、

不足分は化学肥料、有機肥料双方で補う使い方として頂きます

宙炭 有機態窒素
（堆肥/有機肥料/有機化成混合肥料）

散布後・耕起前の様子製品の利用時の形態
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土づくり期間の
大幅短縮

有機肥料転換で
収量向上

耐病性向上による
農薬削減

バイオマスの
アップサイクル CO2の貯留１ ２ ３ ４ ５

通常5年の土づくり
堆肥利用で時間をかけた
菌叢構築が必要

わずか1か月に短縮
高機能バイオ炭内に良質な
菌叢を構築

化学肥料から有機肥料への
転換で平均33%収量減

化学肥料の一部・全部を有
機肥料に置き換え、
20~70%の収量向上実現

作物を連続して作ることに
よる土壌障害を避けるため、
農薬を利用

高機能バイオ炭の微生物機
能により、土壌病害の繁殖
を抑制（※農薬機能ではない）

各地の活用されていない
バイオマスは焼却/埋立

原料として活用、地域の
農地に還元し地域特化での
炭素循環を実現

従来農業ではGHGを排出、
貯留する手段がほぼない

農地への炭素貯留を実現、
1haあたり10t-CO2の効果

高機能バイオ炭の製造～農地利用により、有機転換に対する農家の経済的デメリットを解消し、
みどりの食料システム法やバイオマス利活用推進基本法の目標達成に寄与することが可能

農家目線 バイオマス排出事業者目線

4

導入メリット

１ ２ ３ ４ ５
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ビジネスモデル

宙炭プラント
（自社プラント・他社委託双方）

宙炭製造 宙炭販売 GHG削減・作物販売

導入
コンサル

未利用
バイオマス

宙炭

買取

クレジット

クレジット
販売

宙炭販売
プラント販売
運用支援

宙炭ユーザ

宙炭販売 ：地域の商社を通じた流通を目指す
GHG削減効果販売  ：国内外のクレジット需要家に対して販売
宙炭製造 ：未利用バイオマスの高機能バイオ炭化処理を担うプラント導入を推進
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宙炭の製造プラントイメージ

微生物培養槽

混合装置

炭化装置

✔ 生材の炭化✔ 微生物の培養

✔ 炭化物、微生物源等の混合

①炭化

②混合

③
培
養

非開示

• 現状のプラントの運用は、廃掃法に抵触しないよう外部から炭化物を購入し、微生物培養を弊社で実施・販売している
• 炭化装置は試験・実証用途として稼働しており、かつ廃掃法上問題ないことの確認を取った原料のみを試験炭化している
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今後中長期的に利用を目指すバイオマス

現状の有機性バイオマスの活用実態 弊社が活用を目指す対象バイオマス

家畜
排せつ物

食品廃棄物
※加工残渣

農作物
非食用部

• 堆肥処理に困る畜産企業が多く存在
• 利用率は高く見えるが、ほとんどが堆肥化・農地
還元されるが、価値がつかないケースが大半

• 未完熟堆肥を農地投入すると臭気問題につながる

• 飲料工場や食品加工工場など、単一原料を扱う工
場において、廃プラなどが入らない飲料残渣・野
菜加工残渣を対象とする

• エサや堆肥になるケースもある一方、日本全体と
して活用がそもそも進んでいない

• かねてより、自家処理でもみ殻を炭化する事業者
などは多く存在

• 一方、地域によっては廃掃法が壁となり炭化事業
をやりたいがやれない県域も存在

実態

我が国において、プラスチックやペットボトル、金属などと異なり、有効活用が進んでいない有機性バイオマスを対象とし、
かつ環境への影響等を鑑みて廃プラ混入などがほぼ発生しない原料に絞った活用を目指す
（一般廃棄物や、プラが混ざる可能性のある不特定多数原料の産廃は対象外）

実効的に活用が進んでいないバイオマス3種
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高機能バイオ炭“宙炭”、カーボンクレジットの実績

8

国内

40都道府県、60JA/400産地、約30品目での導入実績
収量が1.2～1.7倍増収(慣行農法比)

• 果菜類
• ピーマン、トマト、ナス 他

• 葉菜類
• 小松菜、ほうれん草
• キャベツ、白菜、レタス 他

• 根菜類
• ダイコン、ジャガイモ 他

• 穀類・その他
• コメ、大豆、ソルガム 他

海外

北
米

東
南
ア
ジ
ア
・
南
米

カリフォルニアを中心に事業展開すべくラボ設立

タイ王国でのバイオ炭プラント
実証に採択（METI事業）

宙
炭

ク
レ
ジ
ッ
ト

農林中央金庫と業務提携
クレジット発行実施
全量販売完了
・エネルギー企業
・食品加工大手
・外食大手

ブラジル劣化牧野回復PJに採択
（MAFF事業）



Copyright © 2025 TOWING Co., Ltd. 2025/4/11

現状の困りごとと実現したい姿

9

バイオマス排出事業者

有機性バイオマス（茶かす、コーヒーかす、家畜糞、その他）

運搬事業者
（廃棄物収集運搬）

産廃処理事業者

運搬事業者

製品製造事業者

困りごとのポイント

通常：産廃ルート 今回の論点

排
出

運
搬

利
用/

処
理

①原料の
調達の
許認可

②施設の
許認可

• 廃棄物であったバイオマスを有価物として取引するための許認可（①）、また、バイオマスを製品原料として入手したくとも廃
棄物として位置付けられるものを加工する場合は産廃中間処理認定、処理向けの施設整備をせねばならない（②）

• “廃棄物処理”ではなく、“製品製造”を行うにも関わらず、産廃処理施設整備の必要があり、余計な投資・認定取得までの期間的
なデメリットが存在

• 根本解決については総合判断説へのテコ入れが必要と考えるものの、総合判断説を覆すための活動を行うのではなく
現時点においては“再資源化事業等高度化法”を活用した規制改革を行うことを提案する

総合判断説による問題

• 現状の廃棄物を原料として購入しようとしても、市場で商品と
して取り扱われている実績がないと有価物取引対象とできない

• ゆえに、廃棄物として原料を扱わざるを得ず、中間処理認定を
取得せねばならない
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再資源化事業等高度化法に関する提言

当該事項に対する提言を以降で実施

https://www.env.go.jp/content/000304055.pdf
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課題の整理

収集運搬 処理・製造 最終需要

廃棄物の運搬 廃棄物として受入
処理 廃棄物最終処理

廃棄物の運搬 廃棄物として受入
製品製造 有価物販売

廃棄物の運搬 有価物として購入
製品製造 有価物販売

有価物の運搬 有価物として購入
製品製造 有価物販売

• 既存の廃掃法の範囲

• 本法の主要緩和対象とみられる
• 原料は廃棄物であるものの、“有価物を製造する”
という観点において、#1と目的が異なるため、
施設の要件緩和等、盛り込みたく提案したい

• 逆有償の論点の整理も必要
• 特に有価物加工か廃棄物処理かで施設仕様や
運用が全く異なる

• 特に有価物加工か廃棄物処理かで施設仕様や
運用が全く異なる

見立て

1

2

3

4

#

＃２の緩和（大臣認定要件への組み込みなども含む）を軸として、3、4を実現できる規制改革を行うべきと考える。
原料（この場合の廃棄物）を有価物に加工・販売することを前提とする場合において、処理施設の要件緩和を盛り込むことは可能か。
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対象条文

（高度再資源化事業計画の認定）
第十一条 需要に応じた資源循環のために実施する再資源化のための廃棄物の収集、運搬及び処分の事業（以下「高度再資源化事業」という。）を行おうとする者
は、環境省令で定めるところにより、高度再資源化事業の実施に関する計画（以下「高度再資源化事業計画」という。）を作成し、環境大臣の認定を申請すること
ができる。
２ 高度再資源化事業計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
二 申請者が法人である場合においては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有
する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第
二十四条第一項第二号ロ及びハ、第三十二条、第四十八条並びに第五十一条を除き、以下同じ。）の氏名及び政令で定める使用人があるときは、その者の氏名

三 申請者が個人である場合において、政令で定める使用人があるときは、その者の氏名
四 再資源化の実施方法、再資源化により得られる再生部品又は再生資源の供給を受ける者、再資源化事業の実施の効率化の程度を示す指標その他高度再資源化
事業の内容

五 高度再資源化事業を実施する区域
六 廃棄物の収集、運搬又は処分の全部又は一部を他人に委託しようとする場合には、その者の氏名又は名称及びその者が行う収集、運搬又は処分の別
七 廃棄物の収集又は運搬の用に供する施設
八 廃棄物の処分の用に供する施設の所在地、構造及び設備
九 廃棄物の処分の用に供する廃棄物処理施設を設置しようとする場合には、当該廃棄物処理施設に関する次に掲げる事項
イ 廃棄物処理施設の設置の場所
ロ 廃棄物処理施設の種類
ハ 廃棄物処理施設の処理能力
ニ 廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画
ホ 廃棄物処理施設の維持管理に関する計画

十 その他環境省令で定める事項

資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律（令和六年法律第四十一号）
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（論点）バイオマスの資源循環をより加速するために目指すべき事

＜十一条2項八、九＞

製品製造設備は
産業廃棄物処理施設としての
認可を不要とすること

＜十一条2項四＞

製造物の販売先がすべて
定まっていないといけない、
という制約を設けないこと

• 廃棄物を原料として製品を製造する施設としては、廃棄物を適正処理することを目的と
するわけではないため、“設備は最低限廃棄物処理に準ずるが、インフラや運用につい
ては不問とする”など、要件を緩和すべき

• 家畜糞や飲料加工残渣など、現在廃棄物として規定されている対象物を原料として用い
る場合、受け入れとしては廃棄物とするが、これを原料に製品を製造するため、あくま
で処理ではなく製造という位置づけとする

• あくまで施設としては廃棄物処理施設に寄せる思考だが、販売見込み量の計画をもとに
大臣認定を受け、施設要件を緩和する施策は実現可能か（補足1,2）

• 農業資材の業界においては、製造物の販売できる先とは売買契約を締結するが、一方で
当該契約では買取数量コミットや買取期間のコミットがないことが商慣習上の通例

• 原料を廃棄物とみなす場合においては、最終処分場までのルート確立は必須となるが、
一方で製品を“作れば売れる”ようなビジネスを組むことは極めて困難であるため、
最低限の販売先が確保できており、かつ販売見込み量に応じて受け入れる原料の量を
コントロールする、など、出口のロックインは不要とするような考え方を設けるべき
※食品リサイクル法のように、出口をすべて定めた状況を作ることを要件とすると、
活用が進まない

目指すべきこと または 現状条文で解釈可能かを確認すべきこと
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補足１：施設の観点（炭化装置の場合）

• 現状、炭化物を作る設備で有価物を扱う場合は高度な排ガス処理が不要となる。
• 一方、同一原料でも廃棄物処理施設の場合は廃掃法、ダイオキシン類対策特措法の適用対象となり、
より高度な排ガス処理が必要となる他、設置に必要な許認可も増加する。

• 今回の本法の趣旨を鑑みると、廃棄物を有価物に転換していくことを目的とするため、装置としては廃掃法に準拠できるものと
するものの、一方で生活環境影響評価等の期間を要する手続は不要とできるよう、検討いただくことを提案する。

有価物製造設備の場合 産廃処理設備の場合

• 大気汚染防止法対応

本認定措置適用の場合に望む姿

熱分解設備 熱分解設備

排ガス燃焼設備

• 大気汚染防止法対応
• ダイオキシン類対策特別措置法
• 廃掃法

生活環境影響
評価

熱分解設備

排ガス燃焼設備

• 本法
• 大気汚染防止法対応
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補足２：施設種類による違い

炭化炉 炭化炉

燃焼炉（800℃以
上2秒以上）

燃焼ガス冷却設備

炭化炉

3億円
程度*

・設置許可
・生活環境影響評価

高度集じん装置
（バグフィルタ）

燃焼炉

有価物を原料とする
再資源化施設

産業廃棄物処理施設 本認定措置適用の施設（案）

ばいじん、
SOx、NOx、HCl、
ダイオキシン類

本法上の認定

ばいじん、
SOx、NOx

ばいじん、
SOx、NOx

簡易集じん装置
（サイクロン等）
必要に応じ※

4.5億円
程度*

3.5億円
程度*

＊処理能力
1ton/h程度
での想定

助燃材、薬剤費、部品交換費大
廃棄物処理施設技術管理者の設置要

燃焼炉（800℃以
上2秒以上）

燃焼ガス冷却設備

簡易集じん装置
（サイクロン等）
必要に応じ※

ー ー

許認可

排ガス
規制

設備

維持管理

※炭化装置に
よっては煤塵
発生が元々極
小で、集じん
器不要なもの
もあるため
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補足３：ダイオキシン対策と適用対象

対
策
方
法
（
例
）

ダイオキシン類
特措法の
適用前提

高温
焼却

高速
冷却

簡易
集塵

高度
集塵

廃棄物 有価物
原料分類での対応要否

（ ）

条件 考え方

発生ガスを
800℃以上で燃焼

燃焼排ガスを
200℃以下に急速冷却

煤塵サイズに依存、
規定範囲に収める事

高温で焼却を行えば、ダイオキシン類でも分解するため、廃棄物焼却炉
は、焼却物を完全燃焼させるために800℃以上で焼却することが義務づ
けられている。

焼却・燃焼で発生したガスでも、デノボ合成によって、冷却過程におい
てダイオキシン類を生成してしまう。同現象は燃焼温度よりも低い300
～500℃で進行し、200℃以下では進行しないことから、燃焼ガスを
200℃以下に急速冷却することでダイオキシン類の発生を抑制できる。

煤塵サイズに依存、
規定範囲に収める事

排ガス中煤塵低減をする必要がある。煤塵に付着したダイオキシン類が
煤塵とともに大気放出されることの防止を、廃棄物処理の場合は実施が
必要。集じん器にはサイクロン、バグフィルタが一般的で、後者はより
高度の集じんに使用されるが比較的高価。
なお、炭化装置機種によっては煤塵発生が元々極小で、集じん器不要な
ものもある。
※今回の提案においては簡易集塵機での対策までにとどめる、とするこ
とを提案

同材料であっても、廃棄物なのか有価物なのかで適用法が変わり、特措法の適用対象かどうかも変わる
• 材料を廃棄物処理する場合：燃焼処理を伴うものは適用対象となる（廃掃法対象でもある）
• 材料で炭化物製造する場合：適用対象外（廃掃法対象外）
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補足４：ステークホルダの声

バイオマス排出事業者 収集運搬・処理事業者

飲料メーカS社（弊社ヒアリング）
自社の飲料加工残渣は現時点で産廃となっている。
産廃コストを減らすだけでなく、高機能バイオ炭に
転換し、自社の契約産地への利用や炭素貯留を促し
たい。一方、廃掃法が壁となり、原料の扱いや施設
整備が課題となっている。

食肉メーカN社（弊社ヒアリング）
自社の家畜糞を堆肥にしているが売れなくて困って
いる。高機能バイオ炭に転換できればエサの産地へ
の利用や炭素貯留もできる。一方、従来の堆肥舎で
炭化炉を入れる場合、廃掃法をクリアするための施
設要件が厳しすぎるため、取り組みが推進しづらい。

広域運搬・処理事業者大手 A社（弊社ヒアリング）
トラックドライバーの人手不足と同様、収集運搬を
する人員が不足しており、キャパが年々減っている。
また、収集運搬した有機性廃棄物を堆肥化しているが、
堆肥センターの余力に対し処理ニーズが高いため、処
理を受けたくても受けきれない。

その他デスクリサーチ情報

https://www.j-ems.jp/shogun/c-column/labor-shortage.html
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補足５：逆有償とは

https://www.amita-oshiete.jp/column/entry/015195.php

左記を鑑みると、経済的にYが原料を購
入しているとしても、Xから見た経済性
が手元でマイナスとなっているため、廃
棄物とみなされる可能性がある。
そのため、Yも中間処理の認定を取らざ
るを得ないケースも存在する。

廃棄物として収集運搬したものでも、購
入企業Y側で必要量購入できるのであれ
ば有価と認定する、と明言ないしは大臣
認定できれば問題がクリアになる。
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